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石巻市環境基本計画の策定について 

 

  石巻市環境審議会では、令和６年７月の市長からの諮問に応じ、新たな石巻市環境基

本計画策定について検討を開始した。 

  本年度は、脱炭素社会の実現に向けて、再生可能エネルギー等の利用促進、脱炭素型

の都市・地域づくりの推進、市民・事業所への情報提供と活動促進等を図るため、デー

タ集積・分析を実施した。 

  また、「気候変動適応策」、「環境教育促進に係る基本方針」及び「生物多様性地域戦略」

に関しても、情報収集や整理を行った。 

  具体的な検討結果は以下のとおりである。 

 

１ 基本的事項の整理 

(1) 自然的条件・特性 

市域の気象条件として、気温、風速、日照時間等について、既存統計データを活用

して調査を実施した。また、類似団体や先進地の自然的条件と比較し、再生可能エネ

ルギー導入に関する条件を整理した。 

 

ア 類似団体・先進地との比較 

本市の類似団体・先進地の選定に当たっては、人口規模（自治体規模）、気象条件の

ほか、地形の特徴や、環境省の先進事例等の観点から選定した。 

＜類似団体・先進地との比較＞ 

 

 

イ 日射量を踏まえた太陽光発電の「経済性」の比較 

   気象庁が提供している統計期間 1991～2020 年の日照時間平均を確認すると、太平洋
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沿岸が比較的多く、長野県飯田市は内陸であるものの、日射量が多い。本市の類似地

域として抽出した地域は、日射量を踏まえた経済性の観点から、適した地域と考えら

れる。 

＜日射量の比較＞ 

 

 

 

 ウ  風速を踏まえた風力発電の「経済性」の比較 

環境省の再生エネルギー情報提供システム（REPOS）が提供している令和３年度風況

を確認すると、石巻市、久慈市においては沿岸部において風況がよく、風力発電に適

した風速が観測される地域が、他の３つの地域よりも多く存在し、風速の観点では経

済性の高い地域であると考えられる。 

＜石巻市と他地域の風況の比較＞ 
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(2) 経済的条件・特性 

本市の産業は、生産販売については域外から稼いでいる一方、エネルギー代金によ

り多くの資金が域外に流出している状況である。 

＜地域の特徴の整理＞ 

 

 

(3) 社会的条件・特性 

温室効果ガス排出量の推計や促進区域の検討のためには、本市をとりまく社会的条

件・特性を把握する必要があるため、人口動向、土地利用規制、観光・レクリエーシ

ョン・景観資源、水道、関係する法律、関係する計画等を調査した。 

＜社会的条件・特性に関する調査内容一覧＞ 
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２ 市民・事業者アンケートの実施 

  脱炭素目標達成に向け、現在の市内各主体の取組状況及び目標達成のための課題整理

を行うため市民・事業者を対象にアンケートを行った。 

市民については、地球温暖化や環境問題への関心は高いが、具体的な施策や行動への

理解や期待が十分でないことが明らかになり、日常生活で実践可能な行動を促進するた

めの情報提供や支援が必要である。 

事業者については、脱炭素や省エネへの関心は高い一方、導入コストや具体的な対応

方法への不安が障壁となり、取組や連携が限定的であることが明らかになった。具体的

な支援策や情報提供を通じて、事業者が実践しやすい環境を整えることが必要である。 

＜市民アンケート結果まとめ＞ 

 

 

＜事業者アンケート結果まとめ＞ 
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３ 温室効果ガス排出量の推計 

(1) 温室効果ガス排出量推計の考え方 

環境省「自治体排出カルテ」に基づく現況値から、2050 年度までの現状維持状態で

の推移「BAU 推計」、年１％の省エネを見込んだ場合の「省エネケース」、省エネケース

に加えて電力排出係数の低減を見込んだ場合の「対策ケース」の３つのケースで温室

効果ガス排出量の推計を行った。 

＜温室効果ガス排出量の将来推計の方法＞ 

 
 

(2) 温室効果ガス排出量の将来推計結果 

上記のとおり推計した結果、現状から追加の取組をしない場合（「BAU 推計」部分、

赤枠）は微増の見込みで、年１％の省エネ（「省エネケース」部分、緑枠）、電力会社

による二酸化炭素の削減効果（「対策ケース」部分、黄枠）を見込んでも、大きく減少

することは見込めないことが分かった。 

2030 年度に 2013 年度比で 50％削減するためには、対策ケースに加え、追加の施策・

取組による 181 千トンの排出量の削減が必要であり、2050 年度カーボンニュートラル

の達成には、対策ケースに加え、追加の施策・取組による 600 千トンの排出量の削減

が必要である。 
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＜温室効果ガス排出量の将来推計のまとめ＞ 

 

 

４ 森林及び海域における二酸化炭素吸収量の算定 

  森林資源や藻類等の海洋資源は大気に排出された二酸化炭素を吸収する効果があるた

め、森林面積と藻場の面積をもとに二酸化炭素排出量を算定した。 

＜森林・海域における二酸化炭素吸収量＞ 

 

 

５ 再生可能エネルギー導入量・ポテンシャルの把握 

(1) 再生可能エネルギー導入量 

再生可能エネルギー電気の利用の促進に関する特別措置法情報公開用ウェブサイト

及び本市の補助金を活用して導入した累計容量より導入量の推計を行った結果、太陽

光 135.5MW、風力 20.4MW、バイオマス 138.8MW、合計 294MW の再生可能エネルギーが既

に導入されていることを確認した。 
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＜再生可能エネルギーの導入量及び発電電力量＞ 

 

 

(2) 再生可能エネルギー導入ポテンシャル 

   再生可能エネルギー導入ポテンシャルは、環境省の再生可能エネルギー情報提供シ

ステム（REPOS）で公表された数値を活用し、太陽光発電、陸上風力発電、中小水力発

電、地熱発電、バイオマスエネルギーの５項目を算定した。 

＜再生可能エネルギーポテンシャル＞ 

 

 

６ 再生可能エネルギーの導入と地域経済の両立に向けた検討 

 (1)電源別の効果 

  再生可能エネルギーと共生する地域社会を構築するため、インフラ整備の際に、地域

での雇用や調達を促進し、関連産業の発展や地域経済循環率向上に資する取組について

検討を行った。 
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電源種別によって設備導入のハードルや地域経済への影響は異なり、太陽光において

は導入のハードルが低い一方、地域経済へ大きく影響するには、ソーラーシェアリング

を活用する等の工夫が必要と考えられる。また、風力やバイオマスは導入のハードルが

高い一方、地域経済への影響は大きいという特徴がある。 

＜電源別の導入ハードルと地域経済循環率向上への効果＞ 

 

 

 (2)事業主体の違いによる効果 

  地域経済循環率の向上のためには、自治体や地域内の企業が主体となり、設備の建設

や事業運営をできるだけ担うことが重要である。 

また、発電した電気は地域内で消費することで、地域外へのエネルギー料金の流出抑

制にも繋がる。 

＜事業主体の違いと地域経済循環率向上への影響＞ 
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７ 脱炭素・再生可能エネルギー導入目標の設定 

(1) 脱炭素目標の設定 

国では2021年に地球温暖化対策計画が改定され、2050年カーボンニュートラル、2030

年度において温室効果ガス排出量を2013年度比46％削減することを表明していること

から、本市の目標設定においても最終年度は 2050 年とし、温室効果ガス排出量を実質

ゼロとする。また、2030 年度には中間目標として、温室効果ガス排出量を 2013 年度比

で 50％削減することを設定する。 

 

(2) 再生可能エネルギー導入目標の設定 

省エネや電力会社による二酸化炭素の削減効果、森林吸収量を見込んだ上で、目標

達成に必要な取組を全て再生可能エネルギーの導入で賄うとすると、2030 年度で

261,037MWh、2050 年度には 589,636MWh の導入が必要である。 

   本市においては、太陽光発電のポテンシャルが高いことから、太陽光発電を主とし

て目標の設定を行った。風力発電やバイオマス発電についてもポテンシャルを有して

いるが、自然環境との共生や担い手の確保等の課題があり、導入のハードルは高い状

況である。全て太陽光発電導入による削減と仮定した場合、卒 FIT の活用や森林吸収

量も考慮すると、2030 年度までに新規で約 161MW、2050 年度までに新規で 170MW の太

陽光発電設備を追加導入することで目標を達成する見込みである。 

＜再生可能エネルギー導入目標の達成イメージ＞ 

 

 

８ 将来ビジョンの検討 

石巻市総合計画等の上位計画おける本市の将来像を整理するとともに、再生可能エネ

ルギー導入や省エネ化、地域課題等を解決し、その将来像の実現に向けた脱炭素化のた

めの将来ビジョンを次のとおり検討した。 
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＜ゼロカーボンを目指す石巻市の将来ビジョン（案）＞ 

 

 

９ 目標達成のための対策・施策の検討 

  温室効果ガス排出量の将来推計結果及び森林・海域における二酸化炭素吸収量を踏ま

え、省エネや再生可能エネルギーの最大限の導入を進めるための対策・施策について、

次のとおり試案を作成した。 

＜脱炭素社会の実現や環境市民の育成に関する新たな対策・施策案＞ 
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１０ 促進区域設定の検討 

   「地球温暖化対策法」に基づく「除外地域」（国基準、県基準）及び「石巻市自然環

境等と再生可能エネルギー発電事業との調和に関する条例」で定める「抑制区域」の

内容を確認し、将来的に「地域脱炭素促進事業に係る促進区域」を設定する場合の除

外条件を整理した。また、除外条件を踏まえ、促進区域の適地を検討した。 

＜除外地域・抑制区域を踏まえた促進区域の適地の例＞ 

 

 

１１ 生物多様性地域戦略の設定 

   令和３年度策定の石巻市生物多様性地域戦略について、石巻市環境基本計画と一体

的に進行管理及び見直しが必要であることから、統計情報等の更新や、計画見直しに

あたり追加すべき項目を検討した。取組・施策については、森林等の維持管理、プラ

スチックごみの再資源化推進、食品ロス削減の観点において追加・補足が必要である。 

＜現行戦略からの主な変更点＞ 
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１２ 推進体制 

   石巻市市民生活部環境課を中心に、環境保全会議及び関係各課の連携・進行管理を

基本体制とし、石巻市環境審議会の調査・審議による点検・評価、さらに、市民・事

業者との情報交換や国・宮城県・近隣市町との連携等により推進する。 

＜推進体制案＞ 

 
 


